
   

   
 

 

令和3年度（2021-2022） 2月度 商工会理事委員会 議事録 

         日   時： 令和 4（2022年） 2月 16日（水） 13：00 ～ 13:45  

   開会形式： Zoom Meeting 

         出 席 者： 名誉会長、名誉会員 1名、理事委員 17名、正会員 2名、事務局長 

    欠 席 者： 理事委員 4名（会長委任 4名） 

   司  会： 酒井一宏 幹事 

                

 

１．商工会会長連絡 （川上篤樹 会長） 

①コロナ感染状況については、オミクロン株の影響を受けて感染者が 11 月後半より全米で急増していたが、テキサス州並

びに Harris County でも 1 月中旬をピークに急速に減ってきている。一方で、学校や保育園での子供の感染から家庭内で

親に感染するケースなどの話に触れることが未だあり、引き続き感染対策に気を付けて活動して参りたい。また、バイデン

政権が打ち出していた従業員 100人以上の企業に対するワクチン接種の義務付けの方針に対して、1月 13日に連邦最高

裁が差し止めたことを踏まえ、政権もこの施策の断念を発表した。「個人の選択の自由」を重んじるアメリカの国民性を改め

て認識した。 
 

②「Withコロナ」の言葉の下、テキサスの潜在能力を垣間見る一つの経済指標を示す発表があった。テキサス州はコロナ前

より雇用者数が上回っている数少ない州の一つであり、その上回った雇用者数が約3万人とその中でもトップとの調査結果

が出ており、オースティンにオラクルやテスラ、ヒューストンにヒューレットパッカードが本社移転を決定したことがこの回復の

背景の1 つとなっていると思われる。また、サムスン電子も半導体工場を新設することを発表するなど、従来から基幹産業

であった石油ガス分野に加え、IT 分野も含めた産業多角化も期待されるので、今後もテキサス州の発展が見込まれてい

る。 
 

③オミクロンが経済に及ぼす影響について、国際通貨基金ＩＭＦの幹部は「比較的短期」にとどまり、今年4～6月期以降に

「極めて速やかに解消する」との見通しを示すなどしており、各企業の決算も軒並み好調である旨を目にすることも多くなっ

ている。しかし、次の変異株の出現の可能性、インフレの進行、ウクライナ情勢、石油価格の高騰による経済全体へのネガ

ティヴな影響などリスクがあることも事実であることから、各種情勢を慎重に見極めていく必要がある。 

 

             

２．総領事館連絡 （村林弘文 総領事） 

①年明け以降、スコット・テキサス州務長官や州内各都市の市長など、当地の要人への着任表敬を行ってきているが、共通

して言えることは、いずれも姉妹都市関係を含む日本との関係、特に日本企業の進出が増えていることを重視しており、今

後さらなる日本との関係強化に非常に関心を持っているということである。引き続き当地における政府関係者との人脈構築

に努め、総領事館を通して日系企業による依頼や要望事項を州政府等に働きかける等、少しでも皆様のお役に立ちたい。 

 

②オースティン訪問時には、東京都とテキサス州の中小企業支援連携に関する覚書のオンラインによる署名式に参列した。

これにより、今後中小企業なども日本からテキサス州に誘致できれば、日本とテキサスの経済関係を一層強化することにも

なり、非常に明るい動きが色々出てきていると感じている。  

 

③水際措置については少しずつ段階的に緩和されており、約 1 週間前にはテキサス州から日本へ渡航する際、検疫所の

宿泊施設での待機期間が 6 日から 3 日に短縮され、残りの 4 日間を自主隔離とすることが発表された。また報道ベースだ

が、外国人の原則入国禁止措置も月末で解除され、隔離についても短縮の方向で検討されているという情報を本日入手し

ている。 今後も措置が講じられたことが分かり次第、情報を共有させていただく。 （齋藤 厚 領事） 
 

 

 

 



３．教育委員会 （中尾茂樹 教育委員長）  

＊補習校関連報告 

補習校の収支状況については、2018 年と 2019 年をピークに生徒数減少傾向に転じ、授業料による収支が減った

ことが主な要因となり赤字収支となったため、2020 年に 20％の大幅な授業料値上げを実施した。2020年と 2021年に

ついては、コロナ禍により一時的にオンライン授業に切り替えたことによる校舎賃料の大幅な経費削減と政府補助金の支給

により黒字収支となった。新年度の 2022 年については、主な支出項目である校舎賃料の支払いが通年で発生するため、

自助努力による経費削減と並行して授業料の値上げも実施するものの、大幅な赤字を見込んでいる。これに対し今後の物

価動向も鑑み、長期的な収支均衡に向けて 2002年以来一定額となっている商工会からの補助金水準を見直し、6万ドルの

増額をご検討いただきたい。 

 

 

４．会計報告 （沖 隆士 会計幹事） 【承認事項】 

＊第一次修正予算案について  

補習校の経費増加により、商工会からの補助金増額の依頼を受け、現年間予算の$38k に$60k を追加し、$98k に増額する

こととする。尚、商工会ファウンデーションと合わせた変更前・変更後の補助金額は以下の通り。 

 

（変更前）                       （変更後） 

商工会 38k                     商工会 98k （＋60k） 

商工会ファウンデーション 26k          商工会ファウンデーション 26k （±0） 

合計 64k                       合計 124k  （＋60k） 

 

また、同修正予算案には、コミッティー（理事委員懇親会・歓送迎会経費等を含む）、事務経費、その他雑費の項目において

の経費削減案も反映させており、現時点では今年度収支として約$50k の赤字を見込んでいる。尚、当該決議事項について

は、本会議にて承認され、本日午後メールによる書面決議により開催される特別常任委員会にて追認手続きを行うこととす

る。 

 

 

５．幹事報告 （酒井一宏 幹事） 

＊補習校補助金引き上げによる商工会会費への影響について 

補助金増額により、商工会予算の収支は上記の第一次修正予算案の通り、$50k 程度の赤字となる見込みである。

今後、一部の支出項目については物価上昇により増加傾向となることも鑑み、赤字収支が継続する場合には、会

費増額も視野に入れ慎重に検討していく必要がある。次年度以降の然るべきタイミングで会費増額について改めて

ご相談させていただくことになった際には、皆様のご理解・ご協力をお願い申し上げる。 

 

 

６．新規入会申請について （酒井一宏 幹事） 【承認事項】 

定款第二条第二項に従い、下記の正団体会員一社の入会申請を全会一致で承認した。 

 

＊正団体会員 

会社名： Sanyo Chemical Texas Industries, LLC   

        (Subsidiary of Sanyo Chemical America Incorporated) 

申請者・責任者： 藤原 隆 （ふじわら たかし）氏   

連絡先： 10536 Bay Area Blvd., Pasadena, TX 77507 

TEL:  281-474-2617 

Email:  t.fujiwara@sanyo-chemical.group 

Web Site:  www.sanamcorp.com 

入会希望月： 2022年4月 

 

 

７．他団体対応・日本庭園関連報告 （名川 譲 特命理事） 

＊日本庭園関連報告 

今年開園30周年を迎える日本庭園の春の清掃を、ハーマンパーク管理団体と日米協会主催にて 3月19日（土）9時より開

催する。普段は現地コミュニティーのボランティアを中心に清掃活動が行われているが、春と秋の年 2 回、日本コミュニティ



ーによる清掃活動を行っており、当会からもぜひボランティアにご協力いただきたい。参加ご希望の方は、日米協会のサイ

トを通して登録をお願い申し上げる。 

 

 

８. 委員会・部会関連事項 

①企画・調査委員会 （桜内政大 企画調査委員長） 

＊1月定例講演会「バイデン政権１年目の振り返りと政策動向」の開催結果報告 

同講演会を 1月 18日にWebinar形式で開催し、米州住友商事ワシントン事務所の吉村亮太所長と渡辺亮司調査部長を講

師にお招きした。2021年 1月のバイデン政権発足からちょうど１年を迎えるタイミングで、これまでの政権運営を振り返るとと

もに、環境やエネルギー、通商など経済にも大きな影響を与える主要政策のまとめと、今後の課題、展望について解説して

いただき、常時100名を超える皆様にご参加いただいた。 

 

＊3月特別講演会の開催案内 

3月 9日（水） 15:00より、「コロナ禍で変化していく米国の労働環境 -人材採用・確保、リモートワークの課題・対策等-」と題

して特別講演会をWebinar形式にて開催する。講師には藤田満美子氏（Baldwin Risk Partners)と神代孝通氏（Tabata Oxford 

Personnel LLC (TOP Group)）をお迎えし、予め皆様から寄せられた関心項目を含む人事関連の問題につき、コンサルティン

グ業界の講師からシンポジウム形式で分かりやすくご解説頂く。奮ってご参加いただきたい。 
 

②スポーツ委員会 

＊ソフトボール大会開催について （生田哲士 副会長兼スポーツ委員長）  

2019年以来 3年ぶりの開催となるソフトボール大会については、現時点では 4月 17日（日）の開催に向けて仮決定の上、

準備と調整を進めており、皆様にはご協力に感謝申し上げる。予備日については従来と異なり、5月 8日（日）となる。コロナ

の新規感染はピークアウトしてきているが、3 月中旬の感染状況を踏まえて開催につき最終決定を行う。決定後、村林総領

事には来賓としてのご参加につき正式にご案内させていただき、優勝トロフィー授与等につきお願い申し上げる。尚、今回

使用する会場（Cullen Park Softball Field）は、従来の会場（Houston Sportsplex）よりグラウンド数が少ないため、以前のように

予選リーグを行ってから決勝トーナメントへ進出するという二段階の開催方法ではなく、一回戦からトーナメントを実施する

方向で検討している。他にも従来の大会と比べ運営方法やルールが変わる可能性もあるが、詳細については開催決定後

にキャプテン会議にて説明させていただく。 
 

③文化委員会 

＊ピクニック関連報告 （鈴木 一 文化委員長） 

1月常任委員会での報告の通り、3月27日のピクニック開催は、会場がCOVID懸念により予約を受け付けないため断念し

た。業者へ支払い済みで繰り越している経費（$2437.79）については、将来の開催時に使えることを確認中である。代替行

事をやるか、何をやるかについても検討中で、現時点ではバーチャルウォーキングが有力候補となっている。今後、副幹事

企業と検討し、改めて報告する予定である。 

 

 

９．事務局関連事項  （小林浩子 事務局長） 

＊会員消息   

本日現在の会員数は、 名誉会員10名、正個人会員750名（正団体会員数： 1110社）、準会員43名で、総会員数は803名

となっている。 

  以上。  
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令和3年度（2021-2022） 商工会特別常任委員会 議事録 

         回答期間： 令和 4（2022年） 2月 16日（水） ～ 2月 23日（水） 

   開催形式： メールによる書面決議 

         対象となる有権者： 常任委員 110名 

     議事取り纏め：  酒井一宏 幹事 

 

＊特別常任委員会の決議報告 【追認事項】 

2月度理事委員会での承認を受けて、補習校補助金引き上げによる商工会修正予算につき諮るため、特別常任委員会がメ

ールにて開催された。その結果、賛成多数につき当該決議が追認され、補助金を$60k を追加し、計$98k に増額することこ

ととなった。 

 


